
「人材確保のしやすさ」と「定着の良さ」は正社員雇用を推進している企業が期待し、実感している大きなメリットです。

人材基盤の強化を図るためにも、正社員雇用をご検討ください。

＜最新の雇用失業情勢ﾃﾞｰﾀ＞ 令和　６　年　１　月分
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 ハローワーク相双 ・ 相馬 ・ 富岡

新規求職 新規求人 新規求職 フルタイム

（紹介月報（様式4号））
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 Front Line（フロントライン）とは「最前線」という意味です。相双地区は東日本大震災・原発事故の被災地であり、
 日本の雇用の最前線であることから、その状況をわかりやすく伝える情報誌として、このような名称としました。
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ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者が
ハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。

102 98
13 1727 84

0 96 0

専門・技術的
3.86倍！
介護関係
4.08倍！

サービス
4.13倍！
福祉関係
3.24倍！

4.25

25 1

1.00
22

職業別賃金情報 及び 職業別バランスシート（臨時求人を除く）

0.00
1.00
2.00
3.00
4.00
5.00
6.00
7.00
8.00
9.00
10.00
11.00
12.00
13.00
14.00
15.00

0

50

100

150

200

250

300

350

管
理
的

専
門
・技
術
的

事
務
的

販
売

サ
ー
ビ
ス

保
安

農
林
漁
業

生
産
工
程

輸
送
・機
械
運
転

建
設
・採
掘

運
搬
・清
掃
等

Ｉ
Ｔ
関
連

福
祉
関
連

介
護
関
係

分
類
不
能

有効求人数 有効求職者数

有効求人倍率 平均値

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

0

100

200

300

400

500

600

700

管
理
的

専
門
・技
術
的

事
務
的

販
売

サ
ー
ビ
ス

保
安

農
林
漁
業

生
産
工
程

輸
送
・機
械
運
転

建
設
・採
掘

運
搬
・清
掃
等

Ｉ
Ｔ
関
連

福
祉
関
連

介
護
関
係

分
類
不
能

有効求人数 有効求職者数

有効求人倍率 平均値

フルタイム

人 人

パート

令 和 6 年

雇 用 ニ ュ ー ス

３ 月 号

介護関係

4.08倍

保 安

5.90倍
建設・採掘

4.62倍

販売

3.27倍

介護関係

3.43倍

保安

14.50倍

1



4年 4年 4年 4年 4年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 6年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

465 471 480 405 354 538 575 660 702 542 525 498 514 471 471 445 347 521

1,170 1,160 1,214 1,161 1,575 1,364 1,110 1,215 1,251 952 1,143 1,069 1,022 1,127 1,134 1,024 1,179 1,343

4年 4年 4年 4年 4年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 6年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

2,132 2,110 2,030 1,969 1,858 1,949 2,135 2,407 2,453 2,406 2,343 2,245 2,273 2,166 2,102 2,053 1,904 1,951

3,474 3,414 3,366 3,382 3,750 3,909 3,668 3,569 3,384 3,123 3,138 3,104 3,097 3,065 3,080 3,191 3,224 3,373

職業紹介状況報告（様式1号）より集計　　

4年 4年 4年 4年 4年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 6年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

全国 1.31 1.32 1.34 1.35 1.36 1.35 1.34 1.32 1.32 1.32 1.31 1.30 1.30 1.29 1.29 1.27 1.27 1.27

福島県 1.47 1.47 1.46 1.44 1.46 1.46 1.42 1.39 1.41 1.41 1.40 1.39 1.37 1.37 1.39 1.38 1.35 1.30

相双 1.63 1.62 1.66 1.72 2.02 2.01 1.72 1.48 1.38 1.30 1.34 1.38 1.36 1.42 1.47 1.55 1.69 1.73

＜最新の雇用失業情勢ﾃﾞｰﾀ＞ 令和　６　年　１　月分

有効求人倍率 相双地区 倍 （前月比
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福島県 倍 （前月比

完全失業率 全国 ％ （前月比

完全失業者数 全国 万人 （前月比

完全失業率・完全失業者数は季節調整値となる。出典は総務省統計局「労働力調査」
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　　　　　　　　　　　　　（注）全国及び福島県の月間有効求人倍率は季節調整値、相双は原数値となる。 （福島労働局公表）

２．４

　　　　　　　　　　　　　　　　季節調整値は毎年1回（1月データ公表時）、過去にさかのぼって見直しが行われる。
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4年 4年 4年 4年 4年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 6年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

　　就職件数 193 227 162 204 152 160 183 344 292 233 232 219 194 225 178 183 147 151

　　うち常用 182 213 151 192 133 142 171 323 269 218 215 200 186 209 167 172 133 130

合計　　　　　　　

※支給金額は千円未満を切り捨てています。こ
のため本月計とは一致しないことがあります。
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　（紹介月報（様式7号））

管内の雇用保険業務取扱状況       令和6年1月分
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事業主の皆さまへ

職業安定法施行規則の改正により、2024（令和６）年４月１日以降、ハローワーク

に求人申込みを行う場合は、求人票に以下の①～③の明示をお願いします。

① 従 事 す べ き 業 務 の 変 更 の 範 囲 ※

② 就 業 場 所 の 変 更 の 範 囲 ※

※「変更の範囲」とは、雇入れ直後だけでなく、将来の配置転換など今後の見込みも含めた、

締結する労働契約期間中での変更の範囲のことをいいます。

・採用後、業務内容を変更する予定がない場合は、「仕事の内容」欄に「変更範囲：

変更なし」と明示してください。

・将来の配置転換など、雇入れ直後の業務と異なる業務に配置される見込みがある場

合には、同欄に変更後の業務を明示してください。

採用後、雇入れ直後の就業場所と異なる就業場所に配置される見込みがある場合は、

転勤の可能性を「１．あり」とした上で、転勤範囲を明示してください。

求人票に明示する労働条件が

新 た に 3点追加されるのでご留意ください

③ 有 期 労 働 契 約 を 更 新 す る 場 合 の 基 準
※ 通 算 契 約 期 間 ま た は 更 新 回 数 の 上 限 を 含 み ま す 。

・雇用期間の定めがあり、当初の予定の雇用期間終了時点で契約更新をする可能性

がある場合は「契約更新の可能性」欄を「１．あり」に○を付けてください。

・更新継続が期待される場合は「原則更新」、更新の可能性はあるもののそれが確

実ではない場合は「条件付きで更新あり」に○を付けてください。

■原則更新の場合は以下のように明示してください。

有期労働契約の通算契約期間または更新回数に上限がある場合

「求人に関する特記事項」欄に「更新上限：有（通算契約期間○年／更新回数○回）」

※更新上限がない場合に、その旨を明示する必要はありません。

■条件付きで更新ありの場合は以下のように明示してください。

・「契約更新の条件」欄に具体的な更新条件を記載

・有期労働契約の通算契約期間または更新回数に上限がある場合、同欄に記載

※更新上限がない場合に、その旨を明示する必要はありません。


